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法人の事業主の同居の親族である取締役
が、自社工場内で、就業時間中、金属破片
のゴミを厚手のゴム手袋をはめてゴミ箱に
入れる作業を一人でしていたところ、ゴム
手袋が破れて、左手親指から手のひらにか
けて切創し負傷した。

本事案では、法人の他の取締役・監査
役は特別加入していたが、当該取締役一人
だけが特別加入していなかった。手続きを
行ってから数カ月後に、労働基準監督署か
ら業務執行権がないことを証明する書類の
提出を求められた。勤務実態の聞き取り調
査と併せて、雇用保険兼務役員実態証明書
の承認を受けた書類や定款などを提出した
結果、労働者と判断され業務上の災害と
なった。

労災保険法には労働者の定義はないが、
労働基準法第８章「災害補償」および労災
保険法第12条の８第２項を根拠として、
労働基準法第９条に規定する労働者（事業
または事業所に使用される者で賃金を支払
われる者）と同義であると解されている。
法人の取締役は労働基準法上の労働者に
は当たらないため、原則労災保険は適用さ
れない。しかし、労災保険法第四章の二に
特別加入制度の規定があり、一人親方や中
小事業主などが労災保険に特別加入した場
合、一定の範囲で労災保険法の適用を受け
ることができる。　
本事案では特別加入していなかったの
で、次の行政通達により判断されることに
なる。昭和23年3月17日基発第461号【職

が

え
る
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員を兼ねる重役】では、「法人の所謂重役
で業務執行権又は代表権を持たない者が工
場長、部長の職にあって賃金を受ける場合
は、その限りにおいて労働基準法第９条に
規定する労働者である」とされる。
また、昭和34年 1月 26日基発第48号
【労災保険法における法人の重役の取扱に
ついて】では、「１.法人の取締役、理事等
の地位にある者であっても、法令、定款等
の規定に基づいて業務執行権を有すると認
められる者以外の者で、事実上、業務執行
権を有する取締役、理事等の指揮、監督を
受けて労働に従事し、その対償として賃金
を受けている者は、原則として労働者とし
て取り扱うこと」「２.法令または定款の規
定によっては業務執行権を有しないと認め
られる取締役等であっても、取締役会規則
その他内部規定によって業務執行権を有す
る者がある場合には、保険加入者からの申
請により、調査を行い、事実を確認した上
でこれを除外すること、この場合の申請は
文書を提出させるものとする」（３．４．
略）「５．労働者として取り扱われる重役
であっても、法人の機関構成員としての職
務遂行中に生じた被災は保険給付の対象と
しないこと」とされる。
さらに、事業主の同居の親族の場合、昭
和54年 4月 2日基発第153号【同居の親
族のうち労働者の範囲】により、「同居の
親族は、事業主と居住及び生計を一にする
ものであり、原則として労働基準法上の労
働者には該当しないが、同居の親族であっ
ても、常時同居の親族以外の労働者を使用
する事業において一般事務又は現場作業等
に従事し、かつ、次の⑴及び⑵の条件を満
たすものについては、一般に私生活面での
相互協力関係とは別に独立した労働関係が
成立しているとみられるので、労働基準法

上の労働者として扱うものとする」とされ
ており、「⑴業務を行うにつき、事業主の
指揮命令に従っていることが明確であるこ
と。⑵就労の実態が当該事業場における他
の労働者と同様であり、賃金もこれに応じ
て支払われていること、特に、①始業及び
終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等及び
②賃金の決定、計算及び支払いの方法、賃
金の締切り及び支払いの時期等について、
就業規則その他これに準ずるものに定める
ところにより、その管理が他の労働者と同
様になされていること」とされる。
本事案では定款に取締役は業務執行権を
有すると規定されていたため、定款以外の
文書や勤務実態によって業務執行権のない
ことを証明することになった。
当該取締役は、他の従業員と同様に就業
規則が適用されていたこと、タイムカード
によって勤怠管理されていたこと、他の従
業員とともに製造業務に従事し、他の従業
員と同様の賃金体系で賃金が支給されてい
たこと、役員としての業務はなく、役員報
酬も支払われていなかったことなどから労
働基準法上の労働者と判断され支給決定さ
れた。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp

業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×

判断 業務遂行
性あり	

業務遂行
性あり


